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1. 18年 9月中間期の業績 （平成18年 4月 1日～平成18年 9月30日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期        8,242    31.7       1,297     8.2       1,311    △0.6
17年 9月中間期        6,256    13.7       1,198   △20.8       1,319   △18.2

18年 3月期       14,752－        1,979－        2,125－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

18年 9月中間期          879     5.0          31.93
17年 9月中間期          837    △9.3          31.73

18年 3月期        1,383－          50.74

(注 )1.期中平均株式数 18年 9月中間期     27,562,617株 17年 9月中間期     26,407,913株
18年 3月期     26,985,299株

2.会計処理の方法の変更 有
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )財政状態

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 9月中間期       10,908        6,927     63.5        251.32
17年 9月中間期        9,663        5,653     58.5        205.11

18年 3月期       10,500        6,581     62.7        238.26

(注 )1.期末発行済株式数 18年 9月中間期     27,562,605株 17年 9月中間期     27,562,805株
18年 3月期     27,562,685株

2.期末自己株式数 18年 9月中間期         18,758株 17年 9月中間期         18,558株
18年 3月期         18,678株

2. 19年 3月期の業績予想 （平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

売 上 高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円
通 期       17,000       2,700       1,700

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          61円 67銭

3. 配当状況

・ 現 金 配 当 １ 株 当 た り 配 当 金 ( 円 )

期 末 年 間
18年 3月期 10.00 10.00
19年 3月期(実 績 ) －
19年 3月期(予 想 ) 10.00 10.00

(注 )18年 9月中間期末配当金の内訳 記念配当 － 円 － 銭 特別配当 － 円 － 銭

上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業
績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。
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〔添付資料〕 

個別中間財務諸表等 

 

(1) 中間貸借対照表 

（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

 科  目 

前中間期末

(平成 17 年 9 月 30 日)

当中間期末

(平成 18 年 9 月 30 日)

比較増減(△) 

(当中間期末―前中間期末) 

前事業年度の 

要約貸借対照表

(平成 18 年 3月 31 日)

  

( 資  産  の  部  )      (９,６６３)    (１０,９０８)   (１,２４５)    (１０,５００)

 流 動 資 産    ４,２９９       ４,５３２      ２３２      ４,２６７

現 金 ・ 預 金 ２,６８９ ２,６２８ △ ６０ ２,０７５

海 運 業 未 収 金 ２６１ ２１８ △ ４３ ３５６

立 替 金 １７２ ２２５ ５３ １２８

貯 蔵 品 ２７６ ３５９ ８２ ４８８

繰延及び前払費用 １００ １９７ ９６ ２３６

代 理 店 債 権 １３０ ２４８ １１７ ３５５

繰 延 税 金 資 産 ４８３ ５６９ ８６ ３６２

そ の 他 流 動 資 産 １８５ ８４ △ １０１ ２６３

貸 倒 引 当 金 △ ０ △ ０ △ ０ △ ０

  

 固 定 資 産    ５,３６４       ６,３７６    １,０１２       ６,２３３

有 形 固 定 資 産    １,４６７       １,２４８    △ ２１８       １,３５０

船 舶 １,２１７ １,０３０ △ １８６ １,１２３

建 物 ・ 構 築 物 ８４ ８２ △ ２ ８６

器 具 ・ 備 品 ５５ ３７ △ １７ ４３

土 地 ９７ ９７ － ９７

建 設 仮 勘 定 １２ － △ １２ －

  

無 形 固 定 資 産              １            １３         １１            １４

電 話 加 入 権 １ １ － １

ソ フ ト ウ ェ ア － １１ １１ １３

  

投資その他の資産    ３,８９５       ５,１１５    １,２１９       ４,８６８

投 資 有 価 証 券 ２,６２４ ３,３４１ ７１６ ３,５９７

関 係 会 社 株 式 ２１ ２１ － ２１

関係会社長期貸付金 １,１００ １,６００ ５００ １,１００

従業員長期貸付金 １０ ５ △ ５ ５

そ の 他 長 期 資 産 １３９ １４８ ８ １４３

貸 倒 引 当 金 △ １ △ １ △ ０ △ １

  

資 産 合 計 ９,６６３ １０,９０８ １,２４５ １０,５００



-3- 

 

 

 

（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

 科  目 

前中間期末

(平成 17 年 9 月 30 日)

当中間期末

(平成 18 年 9 月 30 日)

比較増減(△) 

(当中間期末―前中間期末) 

前事業年度の 

要約貸借対照表

(平成 18 年 3月 31 日)

  

(  負 債 の 部  )    (４,０１０)    (３,９８１)    (△ ２８)      (３,９１９)

 流 動 負 債     ２,８６９      ２,８９３        ２３       ２,５８６

海 運 業 未 払 金 ５７５ ７５５ １７９ １,１５０

短 期 借 入 金 １,１４５ ９９５ △ １５０ ６２５

未 払 法 人 税 等 ７９９ ７０５ △ ９４ ３７９

未 払 費 用 １０ １０ △ ０ １１

前 受 金 １７０ ２７９ １０９ ２５７

預 り 金 ２ ５ ３ ６

賞 与 引 当 金 １７ １９ １ １７

そ の 他 流 動 負 債 １４７ １２２ △ ２５ １３７

  

  

 固 定 負 債    １,１４０       １,０８８     △ ５２       １,３３２

長 期 借 入 金 ５８０ ４３５ △ １４５ ５０７

繰 延 税 金 負 債 ３９２ ４７３ ８０ ６１９

退 職 給 付 引 当 金 １４１ ８８ △ ５２ １０３

役員退職慰労引当金 － － － ７６

未払役員退職慰労金 － ６８ ６８ －

特 別 修 繕 引 当 金 １３ １７ ４ １５

そ の 他 固 定 負 債 １３ ５ △ ７ １０
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（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 

 科  目 

前中間期末

(平成 17 年 9 月 30 日)

当中間期末

(平成 18 年 9 月 30 日)

比較増減(△) 

(当中間期末―前中間期末) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

 (平成 18 年 3 月 31 日)

 

( 資 本 の 部 )    (５,６５３)     (    －)    (   －)     (６,５８１)

 資 本 金    １,８５１            －      －     １,８５１

 資 本 剰 余 金         ５９８            －      －       ５９８

資 本 準 備 金 ５９８ － － ５９８

 利 益 剰 余 金    ２,５１５            －      －    ３,０６１

利 益 準 備 金 ３１２ － － ３１２

任 意 積 立 金 ９３８ － － ９３８

中間(当期)未処分利益 １,２６５ － － １,８１０

 その他有価証券評価差額金     ６９３            －      －       １,０７５

 自 己 株 式      △ ５            －      －           △ ５

負 債 ・ 資 本 合 計 ９,６６３ － － １０,５００

( 純 資 産 の 部 )       (   －)      (６,９２７)    (   －)      (    －)

 株 主 資 本              －       ６,０９６      －              －

資 本 金              －    １,８５１      －              －

資 本 剰 余 金              －          ５９８      －              －

資 本 準 備 金 － ５９８ － －

利 益 剰 余 金              －      ３,６５１      －              －

利 益 準 備 金 － ３１２ － －

そ の 他 利 益 剰 余 金  

別 途 積 立 金 － １,８６４ － －

繰越利益剰余金 － １,４７５ － －

自 己 株 式              －          △ ５      －              －

  

 評価・換算差額等              －          ８３１      －              －

その他有価証券評価差額金 － ８６４ － －

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 － △ ３３ － －

  

負債・純資産合計 － １０,９０８ － －
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(2) 中間損益計算書 

（単位 百万円／端数切捨て） 

前中間期 
(自平成 17 年 4 月 1 日) 
(至平成 17 年 9 月 30 日) 

当中間期 
(自平成 18 年 4 月 1 日) 
(至平成 18 年 9 月 30 日) 

期  別 

 

 科  目 金 額 百分比(%) 金 額 百分比(%) 

前 期 
(自 平成 17 年 4 月 1 日)
(至 平成 18 年 3 月 31 日)

Ⅰ 海 運 業 収 益 ６,２４３ 100.0 ８,２３５ 100.0 １４,７２８

Ⅱ 海 運 業 費 用 ４,６４４ 74.4 ６,５５５ 79.6 １１,９４２

海 運 業 利 益 １,５９９ 25.6 １,６８０ 20.4 ２,７８５

Ⅲ その他事業収益 １３ 0.2 ７ 0.1 ２４

Ⅳ その他事業費用 ５ 0.1 ４ 0.1 ９

そ の 他 事 業 利 益 ７ 0.1 ２ 0.0 １５

営 業 総 利 益 １,６０６ 25.7 １,６８２ 20.4 ２,８００

Ⅴ 一 般 管 理 費 ４０８ 6.5 ３８５ 4.7 ８２１

営 業 利 益 １,１９８ 19.2 １,２９７ 15.7 １,９７９

Ⅵ 営 業 外 収 益  

受取利息及び配当金 ２９ 0.5 ５６ 0.7 ７５

そ の 他 １２６ 2.0 ２２ 0.3 １３２

営 業 外 収 益 合 計 １５５ 2.5 ７８ 1.0 ２０７

Ⅶ 営 業 外 費 用  

支 払 利 息 ７ 0.1 ４ 0.1 １４

そ の 他 ２７ 0.5 ６０ 0.7 ４６

営 業 外 費 用 合 計 ３４ 0.6 ６４ 0.8 ６１

経 常 利 益 １,３１９ 21.1 １,３１１ 15.9 ２,１２５

Ⅷ 特 別 利 益  

投資有価証券売却益 １０６ 1.7 ３８ 0.5 １０６

過年度損益修正益 ４ 0.1 ４３ 0.5 ３２

そ の 他 － - － - ７

特 別 利 益 合 計 １１０ 1.8 ８１ 1.0 １４６

Ⅸ 特 別 損 失  

投資有価証券売却損 ０ 0.0 － － ０

投資有価証券評価損 － － － － ３６

役員退職慰労引当金繰入額 － － － － ７６

減 損 損 失 １７ 0.3 － － １７

特 別 損 失 合 計 １８ 0.3 － － １３０

税 引 前 中 間 (当 期 )純 利 益 １,４１１ 22.6 １,３９３ 16.9 ２,１４１

法人税、住民税及び事業税 ７８９ 12.6 ６９９ 8.5 ８８８

法 人 税 等 調 整 額 △２１５ △3.4 △ １８５ △ 2.3 △ １３０

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ８３７ 13.4 ８７９ 10.7 １,３８３

前 期 繰 越 利 益 ４２７ － － － ４２７

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 １,２６５ － － － １,８１０
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(3) 中間株主資本等変動計算書 

 

当中間会計期間（自平成 18年４月１日 至平成 18年９月 30日） 

株主資本 

資本 

剰余金
利益剰余金 

その他利益 

剰余金 

 
資本金 

資本 

準備金

利益 

準備金 任意 

積立金 

繰越利益

剰余金 

利益 

剰余金 

合計 

自己 

株式 

株主資本

合計 

平成 18年３月 31日 

残高        （百万円）
１,８５１ ５９８ ３１２ ９３８ １,８１０ ３,０６１ △ ５ ５,５０５

中間会計期間中の変動

額 
 

別途積立金の積立  ９２６ △ ９２６ －

剰余金の配当  △ ２７５ △ ２７５ △ ２７５

利益処分による役員

賞与 
 △ １４ △ １４ △ １４

中間純利益  ８７９ ８７９ ８７９

自己株式の取得  △ ０ △ ０

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額） 

 

中間会計期間中の変動

額合計      （百万円）
－ － － ９２６ △ ３３５ ５９０ △ ０ ５９０

平成 18 年９月 30 日

残高    （百万円）
１,８５１ ５９８ ３１２ １,８６４ １,４７５ ３,６５１ △ ５ ６,０９６

 

評価・換算差額等 

 その他有価証券

評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 

平成 18年３月 31日 残高（百万円） １,０７５ － １,０７５ ６,５８１

中間会計期間中の変動額 

別途積立金の積立 －

剰余金の配当 △ ２７５

利益処分による役員賞与 △ １４

中間純利益 ８７９

自己株式の取得 △ ０

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
△ ２１０ △ ３３ △ ２４４ △ ２４４

中間会計期間中の変動額合計

（百万円）
△ ２１０ △ ３３ △ ２４４ ３４６

平成 18年９月 30日 残高（百万円） ８６４ △ ３３ ８３１ ６,９２７

 



-7- 

 

 

(4) 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

 ① 有価証券の評価基準及び評価方法 

 

ａ．子会社株式及び関連会社株式 ----------- 移動平均法による原価法によっております。 

ｂ.その他有価証券 

時価のあるもの ----------- 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）に

よっております。 

時価のないもの ----------- 移動平均法による原価法によっております。 

 

 ② デリバティブの評価基準及び評価方法 

 

時価法によっております。 

 

 ③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 

貯蔵品 ----------- 移動平均法による原価法によっております。 

 

 ④ 固定資産の減価償却の方法 

 

有形固定資産   

船舶 ----------- 定額法によっております。 

その他 ----------- 定率法によっております。 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を

除く）は定額法によっております。 

無形固定資産   

ソフトウェア ----------- 自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。 

 

⑤ 引当金の計上基準 

 

ａ．貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

ｂ．賞与引当金 

従業員に支給する賞与に充てるため支給見込額に基づき計上しております。 

ｃ．役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当会計年度における支給見込額の当中間会計期間負担額を計上しており

ます。なお、内規により役員賞与の金額については、通期の業績などに基づき算定されることとなっ

ているため、中間会計期間においては合理的に見積もることが困難なため、引当金の計上はしており

ません。 

ｄ．退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
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ｅ．役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支出に備えるため、内規に基づく当中間会計期間末における要支給額に基づき、計

上しております。なお、当社は平成１７年度定時株主総会において、同総会終結時をもって役員の退

職慰労金制度を廃止し、同総会終結時までの在任期間に対応する退職慰労金を各役員の退任時に支払

うことが決議されたため、当該期間に対応する内規に基づく要支給額を計上しております。また、同

総会終結時をもって、当該引当金勘定から、その残高を未払役員退職慰労金に振替えております。 

ｆ．特別修繕引当金 

船舶安全法による船舶の定期検査工事にかかる費用の支出に備えるため、過年度の特別修繕に要し

た費用を基礎に将来の修繕見込みを加味して計上しております。 

 

 ⑥ 収益及び費用の計上基準 

 

海運業収益及び費用の計上方法は、航海日割基準によっております。 

 

 ⑦ リース取引の処理方法 

 

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

 ⑧ ヘッジ会計の方法 

 

ａ．ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

なお、為替予約については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を適用しております。 

ｂ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ----------- 為替予約取引 商品先物 

ヘッジ対象 ----------- 外貨予定取引 船舶燃料 

ｃ．ヘッジ方針 

社内管理規定に基づき、燃料油購入等における価格変動や、為替相場の変動によるリスクを回避する

ためにデリバティブ取引を利用しており、投機目的のものではありません。 

ｄ．ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続し

て相場変動を完全に相殺するものと想定することが出来るため、ヘッジ有効性の判定は省略しており

ます。 

 

⑨ その他中間財務諸表作成のための重要な事項 

 

消費税等の会計処理 ----------- 税抜方式を採用しております。 
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(5) 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」 （企業会計基準第５号

平成１７年１２月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」 （企

業会計基準適用指針第８号 平成１７年１２月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は６,９６０百万円であります。なお、当中間会計期間に

おける中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。 

 

（役員賞与に関する会計方針） 

 当中間会計期間より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号平成１７年１１月２９

日）を適用しております。これによる損益に与える影響は、ありません。また、セグメント情報に与

える影響は、ありません。 

 

(6) 注記事項 

 

 ① 中間貸借対照表関係 

 

 
前中間会計期間末 

(平成 17 年 9 月 30 日)

当中間会計期間末 

(平成 18 年 9 月 30 日 ) 

前事業年度末 

(平成 18 年 3 月 31 日 )

ａ．有形固定資産の減価償却累計額 １,９８８ 百万円  ２,２０１ 百万円 ２,０９９ 百万円

ｂ．担保に供している資産  

船舶 １,０１４ 百万円 ８８６ 百万円 ９５０ 百万円

ｃ．保証債務等  

保証予約 ６,３３３ 百万円 ７,５６６ 百万円 ７,０２１ 百万円

 

 ② 中間損益計算書関係 

 

 前中間会計期間 

(平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日)

当中間会計期間 

(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日) 

前事業年度 

(平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日)

減価償却実施額 １０９ 百万円 １０６百万円 ２１９ 百万円
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減損損失 

前中間会計期間 

(平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日) 

当中間会計期間 

(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日) 

前事業年度 

(平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日) 

当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。 

場所 用途 種類 特別損失 

神戸市

西区 

賃貸 

住宅 

建物及び

土 地 

１７百万

円 

当社は、原則として管理会計上の

区分である事業の種類別（海運事

業･不動産賃貸事業）にグルーピン

グを行い、さらに不動産賃貸事業に

ついては個別物件ごとにグルーピ

ングを行っております。 

 賃貸不動産に係る賃料水準の低

迷と、地価の継続的な下落により、

収益性が著しく低下した上記賃貸

不動産の帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上しました。 

内訳は、建物３百万円、土地１４

百万円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能

価額は使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを１.

５％で割り引いて算定しておりま

す。 

―――― 当事業年度において、当社は以下の

資産グループについて減損損失を計

上しました。 

場所 用途 種類 特別損失

神戸市

西区

賃貸 

住宅 

建物及び 

土 地 

１７百万

円 

当社は、原則として管理会計上の区

分である事業の種類別（海運事業･不

動産賃貸事業）にグルーピングを行

い、さらに不動産賃貸事業については

個別物件ごとにグルーピングを行っ

ております。 

 賃貸不動産に係る賃料水準の低迷

と、地価の継続的な下落により、収益

性が著しく低下した上記賃貸不動産

の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上しました。 

内訳は、建物３百万円、土地１４百

万円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能価

額は使用価値により測定しており、将

来キャッシュ・フローを１.５％で割

り引いて算定しております。 

 

 

③ 中間株主資本等変動計算書関係 

 当中間会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
前事業年度末 

株式数（千株） 

当中間会計期間 

増加株式数（千株）

当中間会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

自己株式  

  普通株式 １８ ０ － １８

  （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加８０株は、単元未満株式の買取りによる増加８０株であ

ります。 
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 ④ リース取引 

 

 前中間会計期間 

(平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日)

当中間会計期間 

(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日) 

前事業年度 

(平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日)

オペレーティング・リース取引    

未経過リース料     

 １年内   １ 百万円 １ 百万円  １ 百万円

 １年超   ６  〃 ４  〃   ５  〃 

 合 計   ７ 百万円 ６ 百万円  ６ 百万円

 

 

⑤ 有価証券 

 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。 

 

 

⑥ １株当たり情報 

 

  
前中間会計期間 

(平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日)

当中間会計期間 

(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日) 

前事業年度 

(平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日)

１ 株 当 た り 純 資 産 額 ２０５円１１銭 ２５１円３２銭 ２３８円２６銭

１株当たり中間(当期)純利益金額 ３１円７３銭 ３１円９３銭 ５０円７４銭

潜在株式調整後１株当たり中間

(当期)純利益金額 
３０円５１銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金

額については、潜在

株式が存在しないた

め記載しておりませ

ん。 

４９円７７銭

（注） １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上

の基礎は、以下のとおりであります。 

  
前中間会計期間 

(平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日)

当中間会計期間 

(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日) 

前事業年度 

(平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日)

１株当たり中間(当期)純利益金額  

中間(当期)純利益 ８３７ 百万円  ８７９百万円 １,３８３ 百万円

普通株主に帰属しない金額 －  〃 －  〃  １４  〃 

（うち利益処分による役員賞与金） (－  〃 ) (－  〃 ) (１４  〃 )

普通株式に係る中間(当期)純利益 ８３７  〃  ８７９ 〃  １,３６９  〃 

期中平均株式数 ２６,４０７ 千株 ２７,５６２ 千株 ２６,９８５ 千株

潜在株式調整後１株当たり中間

(当期)純利益金額 
 

中間(当期)純利益調整額 － 百万円 － 百万円 － 百万円

普通株式増加数 １,０５２  千株 －   千株 ５２６ 千株

（うち転換社債型新株予約権付社債） (１,０５２  〃 ) ( －   〃 ) (５２６ 〃 )

 


